
第４次社会資本整備重点計画の構成とポイント（案）

はじめに

第１章 社会資本整備事業を巡る現状とその対応
１．基本的な考え方

①ハード施策事業間の連携、ハード・ソフトの連携により社会資本整備の効果を高める／
②国や地方公共団体だけではなく、企業、NPO等多様な主体が協働／
③厳しい財政状況を踏まえ、戦略的・重点的な事業実施

２．社会経済情勢の変化への対応

（１）人口減少、少子・高齢化への対応
（２）厳しい財政状況への対応
（３）グローバルな競争の進展等への対応

３．災害リスクの高まり・顕在化への対応

（１）気候変動をはじめとする災害リスクの高まり
（２）東日本大震災を教訓とした防災・減災対策と低炭素・循環型社会の構築

第２章 社会資本整備のあるべき姿
１．中長期的政策課題及びそれに対応する事業・施策（プログラム）の整理
２．各プログラムの内容

第３章 計画期間における重点目標と事業の概要
１．「選択と集中」の基準
２．計画期間中の重点目標及びその達成のために実施すべき事業・
施策の概要

第４章 計画の実効性を確保する方策

おわりに

Ⅰ 持続可能な社会資本整備を支える３要素の一体的実現

第４次計画の新規的事項

安定的・持続的な
公共投資の見通し

Ⅱ 戦略的インフラマネジメントによる重点化方針の確立
○既存ストックの「戦略的メンテナンス」と「有効活用（賢く使う取組）」
への重点化
○インフラの目的・役割に応じ、「安全安心インフラ」「生活維持
インフラ」「成長インフラ」へ類型化、選択と集中を徹底

生産性・機能性を高める
戦略的インフラマネジメント
～ストック効果の最大化～

・中長期的には現場の担い手・
技能人材が大幅に減少する
おそれ

・労働生産性の向上、相応の
賃金、安定した雇用システム
を実現するための構造改革

・選択と集中を徹底した計画的な
公共投資

・安定的・持続的な見通しにより、
担い手に係る構造改革を後押し

・過去の市場規模の急激な増減
の副作用を認識

インフラを支える現場の
担い手・技能人材に係る

構造改革
全インフラ共通の戦略的メンテナンス

＋既存ストックの有効活用（インフラを賢く使う）

目的に応じた選択と集中の徹底により限られた
財政資源で必要な新規・高度化投資も両立

（PPP/PFIの活用を含む）
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○政策パッケージごとに、現状と課題、中長期的に目指す姿、計画期間中の重点施策、実現
すべき指標等を体系化・明確化

○重点的に管理すべき指標をＫＰＩと
して整理

第３次社会資本整備重点計画 （Ｈ２４．８月）

計画的投資により、
最大限のストック
効果を発揮

Ⅲ 社会資本整備の中長期的な見通しを示す政策パッケージの体系化

社会資本整備事業を巡る状況の変化と基本戦略の深化

○ 社会資本整備が直面する４つの危機 （今回の見直しの契機）

（１）加速するインフラ老朽化 （２）脆弱国土（切迫する巨大地震、激甚化する気象災害）
（３）人口減少に伴う地方の疲弊 （４）激化する国際競争

○ 持続可能な社会資本整備に向けた基本戦略の深化
社会資本整備を持続可能なものとするためには、以下の３要素の一体的実現が不可欠。

((2)(3)を主要項目としてとり上げることが一つの特徴）

(1) 生産性・機能性を高める戦略的インフラマネジメントの確立
・社会資本のストック効果の最大化
※人命と財産を守る社会資本整備を最優先した上で、特に、生産性の向上による経済再生へ
の貢献に着目。コンパクト＋ネットワークにより地域構造を効率化

・既存ストックの戦略的メンテナンスと有効活用（賢く使う）への重点化
※人口減少・高齢化に対応した機能転換や集約化等の規模の適正化を含む

・社会資本整備の目的・役割に応じ、「安全安心インフラ」「生活維持インフラ」「成長インフラ」の

３つに類型化した上で、選択と集中を徹底

・ＰＰＰ・ＰＦＩの積極活用

(2)社会資本整備を支える現場の担い手・技能人材に係る構造改革
・ 現場の生産性向上に向けた構造改革の必要性／安定的な人材の確保・育成等

(3)安定的・持続的な公共投資の見通しの必要性

社会資本整備の目指す姿と計画期間における重点目標、事業の概要
・重点目標と政策パッケージの体系化とその概要

計画の実効性を確保する方策
・入札・契約の適正化の推進、地方ブロックにおける社会資本整備重点計画の策定 等

第４次計画 柱立て（案）
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